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1.1 はじめに 
1.1.1 用語の定義 

(1) ピロティ建築物 

本研究では，ピロティ形式の建築物を対象に検討を実施する。2020 年版技術基準解説書[1-1]では，明

確にピロティ形式の建築物を定義しているわけではないが，下記のようにピロティ形式の建築物を説明

している。 

 

例えば,共同住宅の用途に供する建築物の張り間方向のように連層耐力壁が主たる構造において，１階

などの特定階を駐車場や店舗等の広い空間が必要とされる用途に供するため，これらの階の耐力壁の全

て又は一部が存在しなくなり，その階の水平剛性，水平耐力が急減する可能性が高い階をピロティ階，

そのような階を有する建築物はピロティ形式の建築物に該当するであろう。 

 

本研究では，ピロティ形式の建築物を単に「ピロティ建築物」，水平剛性，水平耐力が急減する可能性

が高い階を「ピロティ階」，ピロティ階を有する構面を「ピロティ構面」，ピロティ階の単独柱を「ピロ

ティ柱」とそれぞれ呼ぶこととする。また，ピロティ建築物において水平 1 方向の構面を考える場合，

ピロティ階に全く耐力壁がない建築物（すなわち全ての構面がピロティ構面の建築物）を「純ピロティ

型建築物」とし，ピロティ階の一部に耐力壁を有する建築物（すなわちピロティ構面と連層耐力壁構面

が混在する建築物）を「一部耐力壁付きピロティ型建築物」と呼ぶこととする。 

 

(2) 補修・補強に関する用語 

本研究では，補修や補強などを対象に検討を実施するにあたり，以下のように用語を定義する。 

 

損傷 地震被害により建築物の構造性能が被災前より低下すること。 

補修 地震被害により低下した建築物の構造性能を被災前とほぼ同じように改善する

こと。 

補強 建築物の構造性能を向上させること。 

無補強 補強と区別するための用語であり，補強を実施しないことを示す。 

損傷後補強 地震被害により低下した建築物の構造性能を被災前より向上させること。 

迅速な補強工法 迅速に損傷後補強することで，次ページより詳しく説明をする。 
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(3) 建築物に対する迅速な補強工法 

大地震が発生すると，震災地域において多くの建築物に様々な被害が発生する。建築物の被害が比較

的軽微であれば，損傷後補強を施し恒久復旧することで建築物を継続使用することができる。この時，

できるだけ早く復旧するためには，損傷後補強の期間の短い迅速な工法を適用することが求められる。

そこで，損傷後補強工法において恒久復旧に必要な日数を「必要復旧期間」とし，表 1.1.1-1 のように

地震発生から恒久復旧完了までに必要な日数を計算することとした。必要復旧期間は，表 1.1.1-1 に示

すように地震発生→損傷計測→損傷評価及び設計→補修材及び補強材の製作，補修施工及び補強施工→

養生期間→恒久復旧完了となる間に必要な日数を全て積み上げて計算する。本研究では，この必要復旧

期間が数ヶ月程度以内の工法を迅速な補強工法と位置づけた。 

 

表 1.1.1-1 必要復旧期間のイメージ 

 
*1 PRISM 課題（迅速な被災建築物判定手法及びデータプラットフォームの構築に関する研究）[1-2]において検討され

ている 3 次元レーザー計測などを用いることで，短期間での損傷評価が可能である。 

 

 

 

【施策②ｰ1】「被災RC造共同住宅の迅速な補修補強工法選定支援データベースの構築に関する研究」 

 

・ 被災建築物の特定された損傷箇所に対し，効果が高く迅速な補修補強を実施することで，当該建築

物の早期復旧に寄与する。 

・ 被災度判定に係る専門家の確保が困難となる規模の鉄筋コンクリート造公営住宅を対象に，【施策①】

で開発された手法に基づき，部材の損傷程度に応じた補修補強工法とその補強効果の評価手法を開発す

る。 

・ 元施策では，東日本大震災において被害が顕著に見られた壁部材に対する迅速で補強効果のある工

法を開発中。アドオンでは，熊本地震において被害が顕著化したピロティ形式架構を対象として，迅速

な補修補強工法を開発する。 

 

⼯法A ⼯法B ⼯法C
地震発⽣ 0 0 0
損傷計測 3次元レーザー計測などを⽤いた短期間での損傷評価*1 7 7 7

Time A 7 7 7
A-1) 損傷評価に応じた補修・補強量の計算及び設計 6 6 6
A-2) 補修材・補強材の設計 1 1 1

Time B 29 4 1
B-1) 材料調達 0 3 0
B-2) 補修材・補強材の製作期間 28 0 0
B-3) 補修材・補強材の運搬時間 1 1 1

Time C 2 12 14
C-1) 施⼯現場準備期間 0 5 0
C-2) 施⼯時間 2 7 14

Time D 1 28 14
D-1) 施⼯後養⽣期間 1 28 14

復旧完了 Total: 1Week+A+B+C+D 46 58 43

損傷評価・設計

補修材・補強材
の製作

補修施⼯
・補強施⼯

養⽣期間

イベント
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テーマ１：「サイバー上で被災レベルを即時判定するとともに被災建築物の速やかな修復，跡地利用

等を支援するシステム（クイックサーベイ）構築のための研究」 

【施策①】迅速な被災建築物判定手法及びﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの構築に関する研究 

 

テーマ２：「改修等による仮設住宅等の早期供給（クイックリペア）支援データベースの整備に関する

研究」 

【施策②-1】被災 RC 造共同住宅の迅速な補修補強工法選定支援ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの構築に関する研究 

【施策②-2】既存住宅の住みながら改修可能判断の判定基準に関する研究   

 

テーマ３：「復興住宅等の資材調達・早期供給（クイックコンストラクション）支援データベース整備

に関する研究開発」 

【施策③-1】土地の有効利用に資する木造建築物の高層化技術の開発  

【施策③-2】木質混構造を活用した復興住宅の設計例に関する検討 
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1.1.2 地震被害とピロティ建築物の設計法の変遷 

ピロティ建築物は，ピロティ階が弱点となり過去の地震において深刻な被害の発生が見られている。

その一方で，構造計画以外の理由から 1階をピロティ階とする設計には現在でもニーズがあることから，

ピロティ建築物に関する構造設計法は，既存建築物・新築建築物を問わず検討が行われてきた。本節で

は，ピロティ建築物の構造設計法の変遷を概説する。表 1.1.2-1 に地震被害とピロティ建築物の設計法

の変遷を示す。 

1995 年 1 月に発生した兵庫県南部地震では，ピロティ建築物に甚大な被害が多く見られた。この被

害の多くは，ピロティ階のピロティ柱のせん断破壊または柱の両端にヒンジが形成されたことで層崩壊

したものである。これは，1981 年 5 月以前の旧耐震基準に基づき設計された建築物だけでなく，1981

年 5 月以後の新耐震基準によって設計された建築物にも被害がみられた。これを受けて，1995 年 12 月

に告示（昭和 55 年建設省告示第 1792 号）が改正され，剛性率に基づいた設計用地震力の割増係数 Fs

の上限値が撤廃された[1-3]。その 2 年後に発刊された 1997 年版建築物の構造規定[1-4]では，付録 1-11「ピ

ロティ形式の建築物に対する耐震設計上の留意点」が追記され，ピロティ建築物の構造設計の方法が示

された。ここでは，ピロティ階での層崩壊を許容しない設計方針とした設計法が示されており，そのた

めには，①全ての構面がピロティ構面とする純ピロティ型建築物ではなく，一部の構面をピロティ階の

ない連層耐力壁構面とする一部耐力壁付きピロティ型建築物とすること，②ピロティ階の剛性及び強度

を十分に強くしピロティ階より上の耐力壁で壁の曲げ降伏とする設計などが示された。その後ピロティ

建築物に関する研究成果が蓄積されたことを受けて，2007 年版の技術解説書[1-5]では「ピロティ階の層

崩壊形及び全体崩壊形を許容する設計法」が示された。この設計法では，ピロティ柱の軸引張降伏によ

る全体曲げ崩壊形やピロティ柱の両端曲げヒンジによる層崩壊形が示された。 

一方，既存の建築物に対しては，1995 年 10 月に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が施行さ

れ，1981 年 5 月以前の旧耐震基準に基づき設計された建築物については，その耐震診断及び耐震改修

が法律上で位置づけられた。この耐震診断及び耐震改修の具体的な方法は，1977 年に刊行され，1990

年に改訂された耐震診断基準及び耐震改修設計指針などによって実施されていた。その後，2001 年に

さらに改訂された 2001 年版の耐震診断基準及び耐震改修設計指針[1-6]では，付録 2.2.3「下階壁抜け柱」

が示され，ピロティ柱の評価法が具体的に示された。また，さらに改訂された 2017 年版の耐震診断基

準及び耐震改修設計指針[1-7]の 3.3「形状指標」において，ピロティ建築物の剛性率の評価方法が改訂さ

れた。 

このような状況下において，2016 年熊本地震が発生した。熊本地震の被害調査報告書[1-8]では，ピロ

ティ建築物における，ピロティ階直上の耐力壁の下の枠梁の破壊やピロティ柱の柱梁接合部の被害が報

告されており，1.3 節にて詳しく説明を行う。一方で， 近の研究においてこのようなピロティ階直上

の耐力壁の下の枠梁やピロティ柱の柱梁接合部に関する研究が報告されており，1.4 節にて詳しく説明

を行う。ピロティ柱の柱梁接合部に関する研究結果を受けて，2010 年 RC 規準[1-10]の 17 条 1 の解説で

は，ピロティ柱の柱梁接合部についての留意事項や推奨配筋詳細が示された。2010 年 RC 規準[1-10]の 19

条 6 の解説では，1999 年 RC 規準[1-9]と比べ枠梁・枠柱の推奨条件の緩和がされていたが，ピロティ階

直上の耐力壁の下の枠梁の破壊に関する研究結果を受けて，その後の 2018 年 RC 規準[1-11]の 19 条 6 の

解説では，ピロティ階直上の耐力壁の枠梁については推奨条件が強化された。また，2018 年 RC 規準[1-

11]19 条 6 の解説に，ピロティ階直上の耐力壁の縦筋について注意喚起が追加された。2020 年版の技術

基準解説書[1-1]の付録 1-6.2 の解説には，以上の研究に関連する注意喚起が追記された。 
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表 1.1.2-1 地震被害とピロティ建築物の設計法の変遷 

 

  

西暦 主な出来事 地震発生 法令
技術基準
解説書

RC規準 診断基準

1995

1月：兵庫県南部地震によってピロティ建築物の被害が確認され
た。
10月：「建築物の耐震改修の促進に関する法律」施行
12月：昭和55年建設省告示第1792号第7「Fesを算出する方法」
の改正が実施された。

兵庫県
南部地震

10月：
耐震改修促
進法施行
12月：
告示改正

1995年
版刊行

1996

1997
1997年版の技術基準解説書にて，付録1-11「ピロティ形式の建
築物に対する耐震設計上の留意点」が追加された。

1997年
版刊行

1998

1999
1999年
版刊行

2000

2001 2001年診断基準にて，付録2.2.3「下階壁抜け柱」が追加された。
2001年
版刊行

2001年
版刊行

2002
2003

2004
新潟県
中越地震

2005
2006

2007
2007年版の技術基準解説書にて，付録1-6.2「ピロティ階の層崩
壊形式および全体崩壊形式を許容する設計法」が追加された。

2007年
版刊行

2008
2009

2010

・2010RC規準19条6の解説に，耐力壁の枠梁・枠柱の推奨条件
の緩和がされた。
・2010RC規準17条1の解説に，ピロティ柱の柱梁接合部について
の推奨配筋詳細が示された。

2010年
版刊行

2011
東北地方
太平洋沖
地震

2012
2013
2014

2015
2015年
版刊行

2016 熊本地震によってピロティ建築物の被害が確認された。 熊本地震

2017 2017年診断基準にて，3.3「形状指標」が改訂された。
2017年
版刊行

2018

・2018RC規準19条6の解説に，ピロティ階直上の耐力壁の枠梁
については推奨条件が強化された。
・2018RC規準19条6の解説に，ピロティ階直上の耐力壁の縦筋
について注意喚起が追加された。

北海道胆振
東部地震

2018年
版刊行

2019

2020
2020年版の技術基準解説書，付録1-6.2の解説に，ピロティ柱の
柱梁接合部やピロティ階直上の耐力壁の枠柱や枠梁についての
注意喚起が追加された。

2020年
版刊行
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1.1.3 2016 年熊本地震での被害状況 

(1) ピロティ建築物の被害概要 

2016 年熊本地震で被害を受けたピロティ建築物について，被害調査報告書[1-8]から抽出し，その概要

を表 1.1.3-1 に示す。なお，詳細な被害状況は被害調査報告書[1-8]参照されたい。今回抽出した中では，

被害を受けたピロティ建築物 17 件のうち，5 件が旧耐震建築物，6 件が 1995 年告示改正前の新耐震建

築物，5 件が 1995 年告示改正後の新耐震建築物，1 件が建設年不明の建築物であった。 

倒壊と判定された 2 件の建築物は，旧耐震により設計された建築物であり，新耐震で設計された建築

物で倒壊した例はなかった。一方で，1995 年告示改正前と改正後の新耐震建築物において，それぞれ 2

件の建築物で被災度区分判定結果が大破となった。新耐震で設計されたピロティ建築物の被害は兵庫県

南部地震でも確認されているものの，兵庫県南部地震の被害を受けて告示改正された後に建設された建

築物が大破となった例は，今まで確認されてこなかった。 

また，ピロティ階の被害があった建築物では，ピロティ柱の破壊だけでなくピロティ階直上の耐力壁

の下の枠梁の損傷や破壊（共同住宅 D，I，J，K，店舗 BL）や，ピロティ柱の柱梁接合部（共同住宅 D）

の被害が報告されている。 

 

表 1.1.3-1 熊本地震で被害を受けたピロティ建築物一覧 

 

  

ID 耐震基準 速報建物名 構造種別 階数
被災度区分
判定結果

建設年 被害概要

1 新耐震 共同住宅B RC造 9 大破 2006 ・ピロティ柱の主筋が引張破断

2 新耐震 共同住宅I RC造 9 中破 2001
・ピロティ階直上の梁端部のせん断破壊
・ピロティ柱に顕著な損傷無し

3 新耐震 共同住宅G RC造 6 中破 2000
・ピロティ階に顕著な損傷無し
・2階柱のせん断破壊
・2階袖壁・方立壁のせん断破壊

4 新耐震 共同住宅A RC造 4 大破 1998 ・ピロティ柱の柱頭部曲げ破壊

5 新耐震 共同住宅U SRC造 13 1998
・ピロティ階に顕著な損傷無し
・2階以上の方立壁の損傷

6 新耐震 共同住宅J RC造 6 中破 1992
・ピロティ柱の柱頭部の損傷
・ピロティ階直上の梁や垂れ壁の損傷

7 新耐震 共同住宅D RC造 10 大破 1992

・ピロティ柱のせん断破壊
・ピロティ柱の柱脚部曲げ破壊
・ピロティ柱の柱梁接合部ひび割れ
・ピロティ階直上の梁の曲げ破壊
・ピロティ階直上の梁の中央部で鉛直たわみ

8 新耐震 共同住宅K SRC造 11 小破 1991
・ピロティ柱の損傷
・ピロティ階直上の梁の損傷
・非構造壁のせん断破壊

9 新耐震 共同住宅H RC造 4 中破 1986 ・ピロティ柱のせん断破壊

10 新耐震 共同住宅C RC造 4 大破 1985
・ピロティ柱の付着割裂破壊
・ピロティ柱の柱頭部曲げ破壊

11 新耐震 共同住宅N SRC造 14，11
無被害（構造部）
大破（非構造）

1982
・ピロティ階に顕著な損傷無し
・非ピロティ階の非構造壁のせん断破壊

12 旧耐震 共同住宅BG SRC造 11 1979
・ピロティ階に顕著な損傷無し
・非構造壁のせん断破壊

13 旧耐震 店舗BL RC造 4 大破 1976
・ピロティ柱の付着割裂破壊
・ピロティ柱の柱頭部曲げ破壊
・ピロティ階直上の梁の曲げ破壊

14 旧耐震 共同住宅兼店舗AX RC造 9 倒壊 1974 ・ピロティ階の層崩壊
15 旧耐震 共同住宅兼店舗BH RC造 7 1973 ・ピロティ柱の軽微な損傷
16 旧耐震 事務所BD RC造 3 倒壊 ・ピロティ階の層崩壊
17 不明 事務所BZ RC造 4 ・ピロティ柱のせん断破壊



第１章  はじめに 
 

1-7 

(2) 対象建築物の被害概要 

2016 年熊本地震で被害を受けたピロティ建築物のうち，本研究で対象とする共同住宅 D（以下，対象

建築物）の被害概要を以下に示す。なお，この被害概要は被害調査報告書[1-8]で記載した内容と同じであ

る。 

対象建築物は桁行方向 5 スパン，張間方向 1 スパンの 10 階建て RC 造共同住宅であり，1 階は駐車

場となっている。また，北側で 10 階建ての別棟とエキスパンションジョイントで接続されている（図

1.1.3-1）。桁行方向のスパン長さは外側で 6.0m，内側で 6.4m，張間方向のスパン長さは 11.7m である

（図 1.1.3-2）。本詳細調査では，被害の概要を把握するとともに，被害が大きい 1 階を対象とした被災

度区分判定を実施した。 

  

   

 (a)南側 (b)北側（写真右側の建築物） 

図 1.1.3-1 建築物の外観 

 

現地で計測したところ，1 階柱の断面は 950mm×950mm で，主筋には D25 が用いられており，せ

ん断補強筋は D13 がおよそ 75mm ピッチ（柱中央高さ付近）で配筋されていた。また，建築物の外周

部では 2 階大梁が 1 階柱に偏心して取り付いており，柱側面と大梁側面が揃っていた。張間方向の大梁

は，桁行方向の大梁と比較して，せい，幅共に短かった。張間方向の大梁の下端筋には D25 が用いられ

ており，せん断補強筋は D10 がおよそ 200mm ピッチ（梁端部）で配筋されていた（図 1.1.3-3）。 

 

  

 (a) 大梁・小梁の配置 (b) 非構造壁の配置 

図 1.1.3-2 1 階の平面図(単位：mm) 
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図 1.1.3-3 1 階柱主筋，2 階大梁（張間方向）の配筋 

 

1 階の外周部には，壁厚 150mm で，柱際に沿って部分スリットが設けられている RC 壁が設けられ

ていた（図 1.1.3-4）。以降，完全スリットを有さない壁を非構造壁と称する。破壊した箇所を見ると，

厚さ 50mm 程度の部分スリットが埋め込まれており，壁筋は D10 がおよそ 200mm ピッチで配筋され

ていた。したがって，張間方向に関しては，2 階以上には耐力壁が配置されているが，その直下の 1 階

には耐力壁がなく，柱だけで構成される純ピロティ構造として設計された可能性がある。 

 

 

図 1.1.3-4 柱際に設けられた非構造壁の部分スリット 

 

被災度区分判定基準[1-12]に従い，被害が も大きい 1 階について，部材損傷度の判定を行った。図

1.1.3-6 中に判定した損傷度を示す。柱の損傷度と比較して，大梁や柱梁接合部の損傷度が大きい場合

には，これらの損傷度を柱の損傷度に読み替えた。代表的な部材の損傷状況を図 1.1.3-5 に示す。10 本

の柱のうち，3 本の柱の損傷度がⅤとなった。1 本（X4Y2）は中心高さ付近で，1 本（X5Y1）は脚部で

破壊し，コンクリートが剥落すると共に主筋が座屈した。また，もう 1 本の柱（X3Y2）では，柱自体の

損傷度はⅡに留まったが，張間方向の大梁の下端筋が座屈したため，損傷度をⅤとしている。また，隅

角部の柱（X1Y1）では，大梁が偏心して取り付いた柱梁接合部でひび割れ幅が 2.0mm を超えるひび割

れが確認されたため，損傷度をⅣとしている。 

表 1.1.3-1 に被災度区分判定の結果を示す。本建築物は 1982 年以降に建設されており，柱の内法高

スリット 

スリット 
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さを柱せいで除した値が 3.0 未満となるため，1 階柱を「曲げせん断柱」に分類して，残余性能の評価

を行った。桁行方向と比較し，張間方向の方が損傷度Ⅴに分類される部材の数が多いため，耐震性能残

存率はやや低く，桁行方向の耐震性能残存率は R=35（%），張間方向の耐震性能残存率は R=31（%）と

なった。被災度はいずれの方向についても「大破」となった。 

 

  

(a) 柱(X4Y2)             (b) 柱(X5Y1) 

   

(c) 張間方向大梁(X3Y2)           (d) 柱梁接合部(X1Y1) 

   
(e) 非構造壁（X5 構面）          (f) 非構造壁（Y2 構面，X3-X4 間） 

図 1.1.3-5 各部材の損傷 
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図 1.1.3-6 被災度判定の結果 

表 1.1.3-1 被災度判定の結果 

(a) 桁行方向               (b) 張間方向 

損傷 本数×

度 残余性能

Ⅴ 2 0.00 0.00

Ⅳ 3 0.10 0.30

Ⅲ 2 0.40 0.80

Ⅱ 2 0.70 1.40

Ⅰ 1 0.95 0.95

合計 10 3.45

耐震性能 35%

残存率 大破

本数 残余性能

  

損傷 本数×

度 残余性能

Ⅴ 3 0.00 0.00

Ⅳ 2 0.10 0.20

Ⅲ 2 0.40 0.80

Ⅱ 3 0.70 2.10

Ⅰ 0 0.95 0.00

合計 10 3.10

耐震性能 31%

残存率 大破

本数 残余性能

 

上階の桁行方向の共用廊下側の構面でも，1 階と同様に柱際に部分スリットが設けられていたが，特

に 2，3 階では，コンクリートの剥落を伴うような袖壁，腰壁，方立壁の被害が見られた（図 1.1.3-7）。

また，柱の損傷度がⅤと判定され，柱や大梁が大きな損傷を受けた張間方向の X3，X4 構面では，スパ

ン中央付近で 2 階大梁に数センチ程度の鉛直たわみが生じていることを確認している。 

 

 

図 1.1.3-7 2 階共用廊下側の方立壁の被害  
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1.1.4 既往の研究 

(1) 建築基準整備促進事業で実施された研究 

2010 年度及び 2011 年度に，国土交通省建築基準整備促進事業にて，「31． 下階で壁抜けを有する

連層耐力壁周辺架構の条件設定に関する実験」が実施された。この事業では，ピロティ建築物を対象と

して，下記の２点を対象として実験が実施された。 

 

① ピロティ階と 2 階で柱断面が大幅に変わる場合，ピロティ柱の柱梁接合部内における応力伝達機

構を踏まえた配筋の条件を明確にするための構造実験 

② ピロティ階直上耐力壁の配筋条件や，その耐力壁下枠梁の梁せいなどが，ピロティ構面の構造性

能に及ぼす影響を明確にするための構造実験 

 

これらの実験および，その実験結果を用いた設計法の提案などを以下に概説する。なお，国土交通省

建築基準整備促進事業による研究ではないものの，研究内容が関連する研究も併せて紹介する。 

 

1) ピロティ柱の柱梁接合部に関する研究 

ピロティ階の水平耐力を確保するためには，ピロティ柱の断面は，その他の柱の断面に比べて大きく

なることが多い。そのため，ピロティ柱の柱梁接合部は通常の柱梁接合部とは形状が異なり，その応力

状態が複雑となる。そこで花井ら[1-13]は，1/4 スケールの部分架構試験体 3 体を作成し構造実験を実施

した結果，接合部のかき出し破壊が起こったことを報告している。 

このような実験を受けて，2010 年度及び 2011 年度の国土交通省建築基準整備促進事業では，ピロテ

ィ柱の柱梁接合部は 1/3 スケールの部分架構試験体 4 体と 1/2 スケールの部分架構試験体 12 体を作成

し構造実験を実施した。それらの実験結果が文献[1-14]～[1-19]に報告されている。また，国土交通省建

築基準整備促進事業の実験ではないが，関連する実験が文献[1-20] に報告されている。この一連の実験

結果に対して，文献[1-21]～[1-31]のようにその評価法についての検討が進められてきた。 

 

2) ピロティ階直上耐力壁の配筋条件や，その耐力壁下枠梁に関する研究 

2010 年度及び 2011 年度の国土交通省建築基準整備促進事業では，1/3 スケールの架構試験体 6 体を

作成し，文献[1-32]～[1-34]で報告している。この実験の結果，ピロティ階直上耐力壁の壁縦筋やその下

の枠梁の断面サイズによる検討が進められ，それらの試験体の破壊モードや設計法に関して，文献[1-35]，

[1-36]で報告されている。 
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(2) 新築のピロティ建築物に関する研究 

新築のピロティ建築物を対象とした研究のうち，特に新耐震基準（1981 年）以降に建設された建物を

対象とした研究を下記のように簡単に紹介する。 

 

1) 構造実験を実施した研究 

中塚ら[1-37]及び春田ら[1-38]は，それぞれ 6 層と 12 層のピロティ建築物を対象としたサブストラクチャ

ー仮動的実験を実施した。両試験体ともに，それぞれのピロティ建築物の下層 2 層部分の試験体（試験

体スケール 1/2.5）を作成し実験を行った。それぞれにおいて，事前の予備解析と同じくピロティ層の層

崩壊が実験で確認されたことを報告している。春田ら[1-39]，Arzpeima ら[1-40]は，これらの実験結果を用

いて，建築物の高さや変動軸力の影響についての検討を報告している。 

真田ら[1-59]は，6 層の一部耐力壁付きピロティ型建築物をフレームモデルでモデル化し，実験前の事

前解析として荷重増分解析を実施した。この解析では，立体解析と平面解析をそれぞれ実施した結果を

報告している。この解析により設計した，6 層の一部耐力壁付きピロティ型建築物を対象として，1/3 ス

ケールの 6 層立体試験体を作成し，動的載荷実験を実施した結果を報告している[1-41]。また，その実験

結果についての検討結果を文献[1-42][1-43]で，設計法の提案を文献[1-64]で報告している。 

犬飼ら[1-44]は，ピロティ柱の靱性を向上させるために RC 柱に芯鉄骨を付加した検討を実施した。14

階建てのピロティ建築物のピロティ柱を想定して，1/3スケールの試験体3体を作成して実験を実施し，

その結果を報告している。 

楠ら[1-45][1-46]は，6 層の一部耐力壁付きピロティ型建築物を対象として，1/3 スケールの 6 層立体試験

体を作成し，仮動的載荷実験を実施した結果を報告している。 

郡司ら[1-47]は，12 層のピロティ建築物を対象としたサブストラクチャー擬似動的実験を実施した。ピ

ロティ架構の圧縮と引張のそれぞれのピロティ柱試験体 2体を同時に加力し，その結果を報告している。 

中村ら[1-48]は，10 層の一部耐力壁付きピロティ型建築物を対象として，1/4 スケールの柱および耐力

壁試験体を作成し，静的載荷実験を実施した。また，同じ対象建築物に対してピロティ柱に HFRCC

（Hybrid Fiber Reinforced Cement-based Composites，高強度鋼繊維と合成繊維を混入したハイブリ

ッド型の繊維補強セメント系複合材料）を用いた試験体を作成し，静的載荷実験を実施した結果を報告

している[1-49]。 

吉村ら[1-50]，馮ら[1-51]，井戸硲ら[1-52][1-53]は，ピロティ階直上の耐力壁脚部で曲げ降伏を計画したピロ

ティ建築物を対象として，スケール 30%のピロティ架構試験体を 2 体製作して実験を実施した結果を報

告している。 

 

2) 設計法や解析手法に関する研究 

小室ら[1-54]は，ピロティ建築物を平面フレームモデルと 1 質点系モデルでモデル化し，荷重増分解析

と地震応答解析を実施した結果を報告している。 

張[1-56]は，ピロティ建築物を 1 質点 2 自由度系モデルにモデル化し，地震応答解析を実施した結果を

報告している。 

Abimanyu ら[1-57]は，15 層の一部耐力壁付きピロティ型建築物をフレームモデルでモデル化し，荷重

増分解析と地震応答解析を実施した結果を報告している。また，層せん断余裕率という指標の提案を行

い，検討した結果を報告している。 

花井ら[1-58]は，ピロティ建築物を多質点系モデルでモデル化し，地震応答解析を実施した結果を報告
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している。 

顧ら[1-60]は，6 層・10 層・14 層のピロティ建築物を平面フレームモデルでモデル化し，荷重増分解析

と地震応答解析を実施した結果を報告している。この結果から，等価剛性比（ピロティ柱の引張降伏時

の等価剛性が上部耐力壁の初期剛性の平均値に対する割合）を用いた簡便な評価法の提案を行った。ま

た松本ら[1-62]は，これらの平面フレームモデルを用いた解析を用いて等価剛性比の略算法の提案を行っ

た。 

馬ら[1-61]は，3 層・6 層のピロティ建築物を平面フレームモデル及び 3 次元 3 質点系でモデル化し，

平面フレームモデルでは荷重増分解析を，3 質点系モデルでは地震応答解析を実施した結果を報告して

いる。 

向井ら[1-63]は，5 層・10 層のピロティ建築物の平面フレームモデルを作成し，それを等価な 1 質点縮

約系でモデル化し地震応答解析を実施している。それぞれの解析結果を比較検討した結果を報告してい

る。 

長江ら[1-65]は，ピロティ建築物を対象に基礎構造と上部構造の平面一体解析モデルを作成し，時刻歴

応答解析を実施し，基礎梁降伏を許容する設計方法についての報告を行っている。 

長江ら[1-66][1-67]は，6 層のピロティ建築物を対象として，建築物の耐震性能を確率論的評価する手法の

骨子を順序立てて整理した結果を報告している。 

近森ら[1-68]は，一部耐力壁付きピロティ型建築物と純ピロティ型建築物のそれぞれの平面フレームモ

デルを作成し，荷重増分解析と地震応答解析を実施した結果を報告している。 

平石ら[1-69]は，5 層・7 層・10 層のピロティ建築物を等価 1 質点系モデルでモデル化し，地震応答解

析を実施した結果を報告している。 

松本ら[1-70]は，6 層のピロティ建築物の平面フレームモデルを作成し，荷重増分解析と地震応答解析

を実施し，限界変形と累積エネルギーに関する検討について報告している。 

内田ら[1-71]は，10 層の純ピロティ型建築物の 2 次元有限要素モデルを用いて荷重増分解析を実施し，

その解析結果からピロティ階直上の耐力壁の枠梁の設計法などについての検討結果を報告している。 

朱ら[1-72]は，10 層の純ピロティ型建築物の立体フレームモデルを作成し，荷重増分解析と地震応答解

析を実施した。この解析での地震力を水平 2 方向より与えることで，特にピロティ柱への変動軸力への

影響についての検討結果を報告している。 

市之瀬ら[1-73]は，ピロティ建築物を対象に，実際の設計で用いられるフレーム解析モデルにおいて，

ピロティ階直上耐力壁の枠梁のモデル化手法の検討を行い報告している。 

板倉ら[1-74]は，ピロティ階での層崩壊を計画したピロティ建築物を平面フレームモデルでモデル化し，

荷重増分解析と地震応答解析を実施した結果を報告している。 

 

3) 地震被害調査に関する研究 

芳村ら[1-55]は，1995 年の兵庫県南部地震で被害を受けたピロティ建築物を対象として，平面フレーム

モデルを作成し地震応答解析を実施した結果を報告している。また，ピロティ階に必要な耐力を 2 層以

上の耐力に対する比とする指標の提案を行った。 

島津ら[1-75]は，2016 年熊本地震で倒壊したピロティ建築物を対象に，1 部材 1 要素とする立体 FEM

モデルを作成し検討を実施した。そのモデルを用いた荷重増分解析を行い，対象建築物の地震被害の再

現を実施した結果を報告している。 
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(3) 既存ピロティ建築物の補強に関する研究 

既存のピロティ建築物の補強を対象とした研究を下記のように紹介する。 

岩淵ら[1-76][1-78][1-79]，福山ら[1-77]は，新耐震基準（1981 年）以降に建設された既存のピロティ建築物に

対して，HPFRCC（高靭性繊維補強セメント系複合材料）を材料とした短スパン柱を応答制御デバイス

として用いる耐震補強工法の提案を行っている。一連の研究の中で，応答制御デバイス単体の静的載荷

実験[1-76]や，応答制御デバイスを架構に組み込んだ場合の部分仮動的実験[1-78][1-79]，地震応答解析を用い

た設計法の検討[1-77]などが実施されている。 

塩屋ら[1-80][1-87][1-89]，幸加木ら[1-81][1-83]，増田ら[1-82]，大川ら[1-84][1-85]，岡元ら[1-86][1-88]は，既存のピロ

ティ建築物に対して，圧縮抵抗型のモルタル充填鋼管ブレースを用いる耐震補強工法の提案を行ってい

る。一連の研究の中で，ブレースの一軸圧縮実験[1-80][1-82]，ブレースを取り付ける既存梁部側の一軸圧縮

実験[1-80][1-81] [1-84]，平面フレームモデルを用いた荷重増分解析[1-82]，ブレースを取り付けた 2 層架構試験

体を用いた静的加力実験[1-83][1-85][1-87]，提案した圧縮抵抗型のモルタル充填鋼管ブレースを用いた耐震補

強工法の設計手法の提案[1-86][1-87][1-88][1-89]などが実施されている。 

前田ら[1-90]，小林ら[1-91]は，既存のピロティ建築物に対する耐震補強工法として，ピロティ階に無筋の

袖壁または無筋の開口無し耐力壁の増設を行う工法を提案した。この時，柱と増設壁が一体となるよう

に鋼板により巻き建てる工法を採用している。この工法を採用した 2 層の架構試験体を用いて静的載荷

実験を実施した結果を報告している。また小林ら[1-91][1-92]は，同様の実験シリーズにおいて，枠付き鉄骨

ブレースをピロティ階に接合する耐震補強工法を提案し，1 層の架構試験体を用いて静的載荷実験を実

施した結果を報告している。 

菅野ら[1-93][1-94]，林ら[1-95]は，既存のピロティ建築物に対する耐震補強工法として，履歴鋼材ダンパー

をピロティ階に設置する工法の提案を行っている。ピロティ階の圧縮側柱と引張側柱，履歴ダンパーの

3 つの試験体に対して，同時に載荷を行うサブストラクチャ擬似動的実験を実施した結果を報告し[1-93]，

またこの実験について解析を用いた検討結果も報告している[1-94][1-95]。 

織裳ら[1-96][1-97]，向井ら[1-98]は，既存のピロティ建築物の履歴型ダンパーによる耐震補強設計手法に関

して，等価な 1 質点系モデルを用いてダンパーの補強量を決定する設計法を提案しその検討結果を報告

している。 
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1.1.5 建築物の地震後の継続使用性評価に関する研究 

建築研究所では，2013 年から 3 カ年実施した研究課題「庁舎・避難施設等の地震後の継続使用性確

保に資する耐震性能評価手法の構築」において，地震後継続使用性を確保するための構造設計法につい

ての検討を行った。この課題では，東日本大震災により被災した建築物の地震後の継続使用性に関する

調査を行い，地震後に継続使用できなかった原因（阻害要因）の分析を行い，地震後の継続使用性に資

する防災拠点施設等に対する要求性能の提案を行った。この内容の概略を以下に示す。 

 

(1) 地震後の継続使用性を対象にした要求性能の位置づけ 

「官庁施設総合耐震計画基準」では，官庁施設の整備計画の作成に当たり，施設が有すべき大地震動

時及び大地震動後の耐震安全性の目標を定め，施設の設計時にその安全性に対する検証が求められてい

る。同基準で定める各部位の耐震安全性の目標設定の考え方は，補修の要否の違いはあるが大地震動後

の十分な機能確保が図られるかどうかという視点に基づいており，本研究で目標とする継続使用性の確

保と方向性が合致する。したがって，本研究で検討する要求性能では同基準で定める耐震安全性の目標

設定の考え方と整合するよう留意するとともに，東日本大震災により被災した建築物の分析結果を踏ま

えれば基礎構造や非構造部材（RC 造非耐力壁や天井）の被害も継続使用の阻害要因であったことから，

これらの部位については同基準よりきめ細かな性能目標を新たに設定している。 

 

(2) 適用対象施設と活動上重要なエリアの設定 

官庁施設に関して，「業務継続のための官庁施設の機能確保に関する指針（平 22 年）」では非常時の

優先業務が確実に実行されるために，耐震安全性に係る機能が確保され，執務空間や活動支援空間が安

全な状態で維持されることが重要であること，また，これらの機能を支える基幹設備機能も確保されな

ければならないことが示されており，活動上重要なエリアを設定する上で参考になる。 

ここで執務空間とは非常時優先業務を行う室，活動支援空間とは非常時優先業務を行うに当たり職員

の活動を支援するために必要となる移動機能，物品の保管機能等を有する空間である。また，基幹設備

とは執務空間や活動支援空間での機能を維持するために必要となる電力，通信・情報，給排水，エレベ

ータ等の建築設備の主要部分及び幹線部分をさしている。 

体育館等に関しては，既に建築計画時に地域防災計画で避難所として位置づけられ，又は将来に位置

づけられる可能性がある場合に，発災時に被災者の受け入れの室として供されることが考えられる。「官

庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」において体育館，講堂，大研修室等は不特定多数の被災者を受

け入れ，一時的な生活の場として提供することができる室として定義されており，これらの用途建築物

も要求性能の適用対象になり得る。 

一方，集合住宅は官庁施設や体育館等と用途の性質が異なるが，被災した棟数が多くなればその結果

として，被災住民による避難者数も多くなり，近隣の避難所で想定していた収容人数を超えるおそれも

ある。その意味で本研究では，集合住宅も庁舎その他の防災拠点施設と同様に地震後の継続使用性確保

が求められる建築物に位置づけている。また，各住戸は居住者にとって生活の拠点であるから，全住戸

が活動上重要なエリアに該当すると考えられる。 

 

(3) 性能目標ランクの設定 

地震後の継続使用性確保のための性能目標ランクは，上位から S,A,B の 3 段階を提示している。設計

者又は施主はこの中から，設計対象建築物に要求する継続使用性確保のための性能目標を設定する。性
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能目標ランクは表1.1.5-1に示すように，対象施設の活動上重要なエリアとそれ以外のエリアにおいて，

使用制限の有無に応じた継続使用の区分で分類している。 

 

表 1.1.5-1 性能目標ランクの区分 

性能目標ランク 活動上重要なエリア 左記以外のエリア 

S ◎ ◎ 

A ◎ ○ 

B ○ ○ 

（凡例）◎：使用制限することなく継続使用可。○：使用制限した後に継続使用可。 

 

(4) 要求性能の検討例 

表 1.1.5-2に，地震後の継続使用性の性能目標ランクとそれに対応する構造上の分類を示す。この表

はマトリクス形式で提示しており，縦軸の各性能目標ランク S，A，B には表 1.1.5-1 に示したように，

活動上重要なエリアとそれ以外のエリアの継続使用の可否状況が記述されている。一方，横軸には構造

上の分類として基礎構造，上部構造，非構造部材を示している。なお，ここでは提示していないが，構

造上以外の分類として設備，非常用電源，代替施設等も今後の検討のなかで提示できるとよい。 

設計者は設定された性能目標ランクに応じて，これらの各部位ごとに要求される性能又は状態（上位

からⅠ,Ⅱ,Ⅲ）を選択する。非構造部材は活動上重要なエリアとそれ以外のエリアに分けて，性能又は

状態を提示している。ここで，例えば上部構造の分類（Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ）は総合耐震計画基準の構造体の分

類（Ⅰ類，Ⅱ類，Ⅲ類）に概ね対応している。そのうえで，各部位ごとに選択した性能又は状態に従っ

て，構造計算による性能の検証や仕様の検討が行われる。例えば目標ランク Sであれば，すべての部位

に対してⅠ類の状態が要求される。一方，目標ランク Bであれば，状況に応じてⅠ類からⅢ類までの複

数の組み合わせが考えられる。 

 

表 1.1.5-2 地震後の継続使用性の性能目標ランク 

 

左記以外
のエリア

S
建築物の全体を使用制
限することなく，継続
使用できること．

● ● N-Ⅰ

A

B

活動上重要なエリアを
含む建築物の一部に使
用制限が生じるが，一
定の措置後，継続使用
できること．

○ ○ F-Ⅲ S-Ⅲ N-Ⅲ

● 使用制限することなく継続使用できる。

○ 使用制限した後に継続使用できる。

N-Ⅱ

N-Ⅱ

N-Ⅲ

F-Ⅱ

F-Ⅰ S-Ⅰ

S-Ⅱ

目標ランク

構造上の分類

N-Ⅰ

活動上
重要な
エリア

左記以
外のエ
リア

建築物の一部に使用制
限が生じるが，活動上
重要なエリアは使用制
限することなく，継続
使用できること．

● ○

非構造部材

基礎構造 上部構造 活動上
重要な
エリア
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表 1.1.5-3に，構造上の分類における基礎構造の性能又は状態を示す。基礎構造以外の上部構造，非

構造部材も共通して，構造上の分類のⅠ～Ⅲ類は大地震後に当該部分に被害を許容するか否か，許容す

る場合にはどの程度の修復工事等を想定するか，という観点で定義している。 

表 1.1.5-4 に，構造上の分類における上部構造の性能又は状態を示す。RC 造,S 造に示す損傷度と残

留ひび割れ幅の数値は，「震災建築物の被災度区分判定基準および復旧技術指針（(財)日本建築防災協

会）（2005 年）」に定める損傷度分類の基準に拠っている。 

表 1.1.5-5に，構造上の分類における非構造部材の性能又は状態を示す。ここでは，非構造部材のう

ち RC 造壁を例にしている。被害状態の目安となるひび割れ幅やはく落率の数値は既往の基準に掲げら

れていないので，構造実験の結果に基づいて設定した。 

 

表 1.1.5-3 「構造上の分類」における基礎構造の性能又は状態  

 

 

 

  

地盤 基礎部材

Ⅰ

大地震動後，当該部分に
被害（直ちに応急措置等
を要しない軽微な損傷を
除く）を許容しない．

（FG-Ⅰ）

上部構造の耐久性に影響する沈下・変形が
生じない状態．

（FP-Ⅰ）

修復が不要な状態（例えば，部材は短期許
容応力度以内に留まっている，など）．

Ⅱ

大地震動後，当該部分の
比較的小さな損傷に対し
て，応急措置又は軽微な
修復の実施を許容する．

（FG-Ⅱ）

上部構造が継続使用不能な沈下・変形に達
しない状態で，比較的簡易に恒久復旧でき
る状態．

（FP-Ⅱ）

基礎部材の損傷・沈下により，上部構造が
継続使用不能とならない状態で，必要に応
じて軽微な修復による恒久復旧が必要な状
態．（例えば，部材は終局強度以内，かつ
せん断余裕度を確保できている，など）．

Ⅲ

大地震動後，当該部分の
損傷に対して，応急措置
又は修復の実施を許容す
る．

（FG-Ⅲ）

上部構造が継続使用不能な沈下・変形に達
しない状態で，長期間に渡る恒久復旧作業
が必要な状態．

（FP-Ⅲ）

基礎部材の損傷・沈下により，上部構造が
継続使用不能とならない状態で，大規模な
修復による恒久復旧が必要な状態．（例え
ば，一部に修復可能なヒンジ状態を許容す
る，など）

構造上の分類
基礎構造
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表 1.1.5-4 「構造上の分類」における上部構造の性能又は状態 

 

 

表 1.1.5-5 「構造上の分類」における非構造部材の性能又は状態 

 

  

RC造 S造 屋根支承部

Ⅰ

大地震動後，当該部分に
被害（直ちに応急措置等
を要しない軽微な損傷を
除く）を許容しない．

（SR-Ⅰ）

構造部材に生じる損傷に
よって修復が不要で，高い
残存耐震性能が確保されて
いる状態（例えば，残留ひ
び割れ幅が0.2mm未満）．

（SS-Ⅰ）

構造部材に生じる損傷に
よって修復が不要で，高い
残存耐震性能が確保されて
いる状態（被災度が無被害
の状態）．

（SRS-Ⅰ）

支承部の柱梁部材のコンク
リートや支承部モルタルに
亀裂がほとんど観察されな
いほぼ無損傷の状態．

Ⅱ

大地震動後，当該部分の
比較的小さな損傷に対し
て，応急措置又は軽微な
修復の実施を許容する．

（SR-Ⅱ）

構造部材に生じる損傷に
よって応急復旧は不要で，
高い残存耐震性能が確保さ
れている状態（例えば，残
留ひび割れ幅が1.0mm未満
で，損傷度Ⅱ程度）．

（SS-Ⅱ）

構造部材に生じる損傷に
よって応急復旧は不要で，
高い残存耐震性能が確保さ
れている状態（被災度が軽
微の状態）．

（SRS-Ⅱ）

支承部の柱梁部材のコンク
リートに亀裂が生じ，支承
部モルタルにひび割れや一
部の剥離，剥落が生じる程
度の軽微な被害の状態．

Ⅲ

大地震動後，当該部分の
損傷に対して，応急措置
又は修復の実施を許容す
る．

（SR-Ⅲ）

構造部材に生じる損傷に
よって計画的な修復を行う
ことが必要だが，残存耐震
性能が確保されている状態
（例えば，残留ひび割れ幅
が2.0mm未満で，損傷度Ⅲ程
度）．

（SS-Ⅲ）

構造部材に生じる損傷に
よって計画的な修復を行う
ことが必要だが，高い残存
耐震性能が確保されている
状態（被災度が小破の状
態）．

（SRS-Ⅲ）

支承部の柱梁部材のコンク
リートにわずかなひび割れ
が生じ，支承部モルタルに
ひび割れや部分的な破壊が
生じる小破程度の状態．

構造上の分類
上部構造

非構造部材

RC造壁

Ⅰ

大地震動後，当該部分に
被害（直ちに応急措置等
を要しない軽微な損傷を
除く）を許容しない．

（NW-Ⅰ）

壁部材に生じる損傷によって修復が不要で，
取り付く建具に損傷がなく建具の機能が確保
されている健全な状態（例えば，ひび割れ幅
0.3mm未満，剝落率0.0％未満）

Ⅱ

大地震動後，当該部分の
比較的小さな損傷に対し
て，応急措置又は軽微な
修復の実施を許容する．

（NW-Ⅱ）

壁部材に生じる損傷によって修復が必要であ
るが，建具の機能が確保されている健全な状
態（例えば，ひび割れ幅2.0mm未満，壁見付
け面の剝落率1.0％未満）

Ⅲ

大地震動後，当該部分の
損傷に対して，応急措置
又は修復の実施を許容す
る．

（NW-Ⅲ）

壁部材に生じる損傷によって大規模な修復が
必要で，建具の使用が困難な状態（例えば，
壁見付け面の剝落率5.0％未満，脆性破壊
（曲げ圧縮，せん断破壊）しない）

構造上の分類
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1.2 研究目的 
1.3 節で示したように，2016 年の熊本地震では 1981 年 6 月以降に建設された，いわゆる新耐震の建

築物において，大破となったピロティ建築物の例が見られた。この対象建築物では，ピロティ柱のせん

断破壊，ピロティ階直上の耐力壁の下の枠梁の破壊，ピロティ柱の柱梁接合部の被害などが報告されて

いる。そこで本研究では，このような建築物を対象として大地震後も継続使用するための設計法の提案

を目的とした研究を実施する。本研究では，地震発生前に実施する既存ピロティ建築物の補強工法だけ

でなく，地震発生後に迅速に補強するための施工方法についても検討を行う。これらの補強工法につい

ての構造実験を実施し，その成果をとりまとめ既存ピロティ建築物の迅速な補強工法の設計法に資する

技術資料をとりまとめる。 
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1.3 各章の概要 
1.3 節では，各章で実施した試験体の概要を示す。なお，各章で対象とした補強工法と対応する試験体

について，表 1.3-1 に一覧表を示す。「○」は対象としたことを表し，「－」は対象としていないことを

表している。表 1.3-1 に示すように，補強については 3 章から 6 章において実験を行い，7 章および 8

章で耐力評価や試設計を実施した。一方，損傷後補強については，2 章から 5 章で実験を実施し，それ

ぞれの章で，それらの実験結果を基に耐力評価や骨組み解析などを実施した。 

 

表 1.3-1 対象とする補強工法と試験体 

 無補強 補強 損傷後補強 

2 章 ○ － ○ 

3 章 ○ ○ ○ 

4 章 ○ ○ ○ 

5 章 ○ ○ ○ 

6 章 － ○ － 

7 章 ○ ○ － 

8 章 ○ ○ － 
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1.3.1 2 章 の概要 

 2 章では，2016 年熊本地震で大きな被害を受けた前述の 10 階建て RC 造ピロティ建物の 1 階ピロテ

ィ柱を模擬した 1/2 スケールの RC 柱試験体に対する載荷実験（一次載荷），および一次載荷により損傷

した柱試験体に UFC パネルによる挟込接着補強を実施して載荷実験（二次載荷）を再度行った結果を

示す。試験体は，補強前に部材角 3%まで載荷した C-C40T75，および 大耐力を発揮した部材角 0.5%

まで載荷した C-C40T75M の 2 体である。実験実施時の様子を図 1.3.1-1 に示す。 

 

2.1 節では，本実験の背景および目的を示す。 

2.2 節では，実験概要として，試験体概要（補強前の柱試験体，補強方法，材料試験結果，試験体設

計），載荷方法，計測方法を示す。 

2.3 節では，実験結果として，試験体 2 体の一次載荷および二次載荷における荷重変形関係，損傷性

状，変形性状，鉄筋ひずみ，UFC パネルの負担応力などを示す。 

2.4 節では，補強効果の評価として，試験体設計に用いた各耐力評価式による算定結果と実験結果の

比較を示す。 

2.5 節では，有限要素解析を用いた検討として，実験結果の追跡およびパラメトリックスタディ（一

次載荷での損傷度合いおよび UFC パネルの厚さや形状，目地モルタルの有無などの補強方法の違い）

の結果に加え，一次載荷の損傷度合いの影響を考慮した耐力算定方法の検討結果を示す。 

2.6 節では，2.1 節～2.5 節の検討により得られたまとめと今後の検討課題を示す。 

 

 

図 1.3.1-1 実験の実施状況 
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1.3.2 3 章 の概要 

 3 章では，2 章で対象とした RC 造ピロティ柱について，迅速に施工できてかつ構造性能も向上させ

る耐震補強工法の開発を目的に静的加力実験を実施した結果を示す。試験体は，無補強試験体の C1，

C1 に RC 壁を片側袖壁として取り付けた C1-RC1，C1 に UFC パネルを片側袖壁として取り付けた C1-

UFC1，C1 の柱せい面に UFC パネルを貼り付けた補強試験体の C1-UFC2 の合計 4 体を用いて実験を

実施した。実験実施時の写真を図 1.3.2-1 に示す。各節の構成は以下のようになっている。 

 

3.1 節では，実験の背景を示す。 

3.2 節では，実験の概要として，試験体概要，材料特性，載荷方法，計測方法，補強方法を示す。 

3.3 節では，実験結果として， 4 体の試験体の実験結果をそれぞれ示す。 

3.4 節では，3.1 節～3.3 節の検討により得られたまとめを示す。 

 

 

 

図 1.3.2-1 無補強試験体 C1 
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1.3.3 4 章 の概要 

4 章では，本研究で対象とする 1 階ピロティ柱を模擬した 1/3 スケールの RC 柱試験体を対象に，

UFC パネル，UFC 袖壁および RC 袖壁による補強を施して載荷実験を行った結果を示す。補強方法は，

2 章および 3 章の実験結果を踏まえ，端部を増厚した UFC パネルによる挟込接着補強，端部に目地を

設けずにあと施工アンカーを併用した UFC パネルによる挟込接着補強，UFC 袖壁または RC 袖壁増設

補強である。試験体は，無補強試験体 1 体，前述の補強を無損傷の状態で実施した試験体 4 体および部

材角 0.5%まで載荷した後に補強を施した試験体 4 体の合計 9 体である。実験実施時の様子を図 1.3.3-

1 に示す。 

 

4.1 節では，本実験の背景および目的を示す。 

4.2 節では，実験概要として，試験体概要（補強前の柱試験体，補強方法，材料試験結果，試験体設

計），載荷方法，計測方法を示す。 

4.3 節では，実験結果として，試験体 9 体の荷重変形関係，損傷性状，変形性状，鉄筋ひずみ，補強

部材（UFC パネル，UFC 袖壁，RC 袖壁）の負担応力などを示す。 

4.4 節では，有限要素解析を用いた検討として，一次載荷後に端部増厚した UFC パネルによる挟込接

着補強を行った C-USJ-M を対象とした解析結果を示す。 

4.5 節では，補強効果の評価として，試験体設計に用いた各耐力評価式による算定結果と実験結果の

比較を示す。 

4.6 節では，4.1 節～4.5 節の検討により得られたまとめと今後の検討課題を示す。 

 

 
図 1.3.3-1 実験の実施状況 
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1.3.4 5 章 の概要 

 5 章では，2 章～4 章で実施したピロティ柱の補強工法について，架構内での補強効果の確認を実施

することを目的に静的加力実験を実施した結果を示す。試験体は，無補強試験体の F1 および補強試験

体の F1-R（損傷後補強試験体），F2-R（補強試験体）の合計 3 体を用いて実験を実施した。無補強試験

体 F1 は 1F 層間変形角 1Rx=1.0%までの載荷を実施した。載荷後，F1 試験体に補修補強を施した試験

体が F1-R である。また，F2-R は事前に載荷せずに補強を施した試験体である。実験実施時の写真を図

1.3.4-1 に示す。各節の構成は以下のようになっている。 

 

5.1 節では，実験の背景を示す。 

5.2 節では，実験の概要として，試験体諸元，材料特性，試験体の設計，試験体の基規準との適合状

況，載荷方法，計測方法，補強方法を示す。 

5.3 節では，実験結果として，それぞれの 3 体の試験体の実験結果を示す。 

5.4 節では，それぞれの 3 体の試験体について実施した骨組み解析結果を示す。 

5.5 節では，それぞれの 3 体の試験体について実施した有限要素解析結果を示す。 

5.6 節では，5.1 節～5.5 節の検討により得られたまとめと今後の検討課題を示す。 

 

 
図 1.3.4-1 無補強試験体 F1 
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1.3.5 6 章 の概要 

6 章では，UFC パネル貼り付け時の施工性の向上を目的として，UFC パネルを複数に分割して既存

RC 柱に貼り付けた試験体を用いた静的加力実験の結果を示す。実験は，非分割の UFC パネルを貼り付

けた C2-UFC1 と，UFC パネルの分割方法を実験変数とした C2-UFC2，C2-UFC3 の合計 3 体の試験

体を用いて実施した。C2-UFC1 は前章までの試験体と同様に，非分割の UFC パネルを貼り付けた試験

体である。C2-UFC2 は UFC パネルを縦方向に 7 分割して貼り付けた試験体である。C2-UFC3 は C2-

UFC2 の分割方法に加え，横方向にも分割を施し，縦方向に 7 分割，横方向に 4 分割して UFC パネル

を貼り付けた試験体である。実験実施時の状況を図 1.3.5-1 に示す。各節の構成は以下のようになって

いる。 

 

6.1 節では，実験の背景を示す。 

6.2 節では，実験の概要として，試験体諸元，材料特性，載荷計画，計測計画を示す。 

6.3 節では，試験体 3 体のそれぞれの実験結果を示す。 

6.4 節では，考察として，3 体の試験体の実験結果の比較を通した，UFC パネルを分割することによ

る補強効果への影響を示す。 

6.5 節では，6.1 節～6.5 節の検討により得られた結論を示す。 

 

 

図 1.3.5-1 実験の実施状況 
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1.3.6 7 章 の概要 

7 章では，補強を施した RC 造ピロティ柱部材の復元力特性評価について検討を実施した。対象とし

たのは補強を施した RC 造ピロティ柱部材のみであり，損傷後補強した試験体は対象外とした。対象と

した試験体は 7 体で，柱を UFC 挟込パネルで補強した試験体や袖壁補強した試験体，または両方の補

強を施した試験体を対象とした。各節の構成は以下のようになっている。 

 

7.1 節では，対象とした補強方法について示す。 

7.2 節では，それぞれの補強方法ごとに復元力特性評価方法を示す。 

7.3 節では，7.2 節で示した復元力特性評価方法と実験結果との比較を示す。 

7.4 節では，7.1 節～7.3 節の検討により得られた結論を示す。 

 

1.3.7 8 章 の概要 

 8 章では，本研究で提案する工法を用いて RC 造ピロティ架構の補強を行う際の設計法の検討結果な

らびに施工上の注意点についてまとめる。 

 

 8.1 節では，継続使用性を考慮した設計法と適用範囲として，地震後の建物の継続使用性に関する考

え方や継続使用性を考慮した設計法の現状について示す。 

8.2 節では，試設計検討として，本研究で対象とした被災ピロティ建物をベースとした純ピロティ建

物および一部構面の 1 階柱を片側袖壁付き柱とした建物の 2 種類のモデルを作成し，UFC パネルによ

る補強の効果を静的増分解析および時刻歴応答解析により検証した結果とともに，継続使用性を考慮し

た損傷状態に基づく設計クライテリアの適用可能性について検討した結果を示す。 

8.3 節では，施工上の注意点として，断面補修，UFC パネルの割付け計画，UFC パネルの製作，UFC

パネルの固定用ボルト貫通孔の加工，UFC パネル貼付けおよび目地部への接着材充填，無収縮モルタ

ル打設に関する注意事項を示す。 

8.4 節では，8.1 節～8.3 節の検討により得られたまとめと今後の検討課題を示す。 
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1.3.8 9 章 の概要 

 9 章では，2 章から 8 章の検討により得られた知見及び今後の検討課題を示し，本資料の結論とする。 

 

1.3.9 付録 の概要 

付録 1 では，3 章および 5 章で用いた補修モルタルの構造性能の把握を目的として，単調一軸圧縮実

験の結果を示す。 

付録 2 では，損傷したピロティ柱のクイックリペアの用に供する可能性がある既存工法のデータベー

スを示す。データベースでは主に工法の概要、適用できる躯体の損傷度、損傷したピロティ柱へ適用し

た場合の必要復旧期間の目安、いながら施工の可否等を掲載している。 

付録 3 では，コンクリートが弱材齢時に損傷を受けた場合，その損傷が時間経過に伴ってコンクリー

トの強度上昇にどの程度影響するのかについて調査することを目的に，コンクリート材料試験を実施し

た結果を報告する。 

付録 4 では，UFC パネルのボルト用貫通孔をあと施工で設けることを想定して実施した施工試験の

結果を示す。施工試験により，施工に必要な機器や施工精度，および施工可能な条件等について得られ

た結果を示す。 
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